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１章 基準適合性 



１－１ 

１． 基本方針 

１．１ 要求事項の整理 

監視設備について，「加工施設の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則」（以下「事業許可基準規則」という。）とウラン・プルトニ

ウム混合酸化物燃料加工施設安全審査指針（以下「ＭＯＸ指針」とい

う。）の比較により，事業許可基準規則第 19 条において追加された要

求事項を整理する。（第１表） 



 

 

 

第１表 事業許可基準規則第 19 条とＭＯＸ指針 比較表( １ / ４ ) 

事業許可基準規則 

第１９条（監視設備） 
ＭＯＸ指針 備考 

 加工施設には，通常時及び設計基準事故時

において，当該加工施設及びその境界付近に

おける放射性物質の濃度及び線量を監視し，

及び測定し，並びに設計基準事故時における

迅速な対応のために必要な情報を適切な場所

に表示できる設備（安全機能を有する施設に

属するものに限る。）を設けなければならな

い。 

（解釈） 

１ 第１９条は，設計基準において加工施設

の放射線監視を求めている。 

 

指針９．放射線監視 

１．ＭＯＸ燃料加工施設から放出される

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物

の放出口又はその他の適切な箇所におい

て，それぞれ放射性物質の濃度等を適切

に監視するための対策が講じられている

こと。 

２．放射性物質の放出の可能性に応じ，

周辺環境における線量，放射性物質の濃

度等を適切に監視するための対策が講じ

られていること。 

３．上記１及び２に述べた周辺環境等に

おける放射線監視については，事故時に

おいても線量率，放射性物質濃度等に関

する情報を得るための対策が講じられて

いること。 

 

 

 

 

変更無し 
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第１表 事業許可基準規則第 19 条とＭＯＸ指針 比較表( ２ / ４ ) 

事業許可基準規則 

第１９条（監視設備） 
ＭＯＸ指針 備考 

２ 第１９条に規定する「放射性物質の濃度

及び線量を監視し，及び測定し」とは，通常

時に加工施設の周辺監視区域周辺において，

サンプリングや放射線モニタ等により放射性

物質の濃度及び空間線量率を監視及び測定

し，かつ，設計基準事故時に迅速な対策処理

が行えるように放射線源，放出点，加工施設

周辺，予想される放射性物質の放出経路等の

適切な場所において，放射性物質の濃度及び

空間線量率を監視及び測定することをいう。 

指針９．放射線監視 

１．ＭＯＸ燃料加工施設から放出される

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物

の放出口又はその他の適切な箇所におい

て，それぞれ放射性物質の濃度等を適切

に監視するための対策が講じられている

こと。 

２．放射性物質の放出の可能性に応じ，

周辺環境における線量，放射性物質の濃

度等を適切に監視するための対策が講じ

られていること。 

３．上記１及び２に述べた周辺環境等に

おける放射線監視については，事故時に

おいても線量率，放射性物質濃度等に関

する情報を得るための対策が講じられて

いること。 

 

 

 

 

変更無し 
 

１
－

３



第１表 事業許可基準規則第 19 条とＭＯＸ指針 比較表( ３ / ４ ) 

事業許可基準規則 

第１９条（監視設備） 
ＭＯＸ指針 備考 

３ 第１９条において，通常時における環境

に放出する気体・液体廃棄物の監視及び測定

については，「発電用軽水型原子炉施設にお

ける放出放射性物質の測定に関する指針」

（昭和５３年９月２９日原子力委員会決定）

を参考とすること。 

４ 第１９条において，設計基準事故時にお

ける監視及び測定については，「発電用軽水

型原子炉施設における事故時の放射線計測に

関する審査指針」（昭和５６年７月２３日原

子力委員会決定）を参考とすること。 

指針９．放射線監視 

１．ＭＯＸ燃料加工施設から放出される

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物

の放出口又はその他の適切な箇所におい

て，それぞれ放射性物質の濃度等を適切

に監視するための対策が講じられている

こと。 

２．放射性物質の放出の可能性に応じ，

周辺環境における線量，放射性物質の濃

度等を適切に監視するための対策が講じ

られていること。 

３．上記１及び２に述べた周辺環境等に

おける放射線監視については，事故時に

おいても線量率，放射性物質濃度等に関

する情報を得るための対策が講じられて

いること。 

変更無し

１
－

４



 

 

 

第１表 事業許可基準規則第 19 条とＭＯＸ指針 比較表( ４ / ４ ) 

事業許可基準規則 

第１９条（監視設備） 
ＭＯＸ指針 備考 

５ 第１９条において，モニタリングポスト

については，非常用電源設備（無停電電源を

含む。）により電源復旧までの期間を担保で

きる設計であること。また，モニタリングポ

ストの伝送系は多様性を有する設計であるこ

と。 

 

指針９．放射線監視 

１．ＭＯＸ燃料加工施設から放出される

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物

の放出口又はその他の適切な箇所におい

て，それぞれ放射性物質の濃度等を適切

に監視するための対策が講じられている

こと。 

２．放射性物質の放出の可能性に応じ，

周辺環境における線量，放射性物質の濃

度等を適切に監視するための対策が講じ

られていること。 

３．上記１及び２に述べた周辺環境等に

おける放射線監視については，事故時に

おいても線量率，放射性物質濃度等に関

する情報を得るための対策が講じられて

いること。 

 

 

 

 

 

追加要求事項 
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１－６ 
 

１．２ 要求事項に対する適合性 

ロ．加工施設の一般構造 

(ト) その他の主要な構造 

(10) 監視設備 

ＭＯＸ燃料加工施設（以下「加工施設」という。）の通常時及

び設計基準事故時において，当該加工施設及びその境界付近にお

ける放射性物質の濃度及び放射線量を監視し，及び測定し，並び

に設計基準事故時における迅速な対応のために必要な情報を適切

な場所に表示できる設備（安全機能を有する施設に属するものに

限る。）を設ける設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，非常用所内電源系統

に接続し，電源復旧までの期間，電源を受電できる設計とする。

さらに，モニタリングポスト及びダストモニタは，専用の無停電

電源装置を有し，電源切替時の短時間の停電時に電源を受電でき

る設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタから測定したデータの伝

送は，モニタリングポスト及びダストモニタを設置する場所から

中央監視室及び緊急時対策所間において有線系回線及び無線系回

線により多様性を有し，指示値は中央監視室で監視，記録を行う

ことができる設計とする。また，緊急時対策所でも監視すること

ができる設計とする。モニタリングポスト及びダストモニタは，

その測定値が設定値以上に上昇した場合，直ちに中央監視室に警

報を発信する設計とする。 

 

 



 

１－７ 
 

ヘ．放射線管理施設の構造及び設備 

加工施設の通常時及び設計基準事故時において，加工施設から放

出される放射性物質の濃度，周辺監視区域境界付近の放射線等を監

視するために，排気モニタリング設備，放出管理分析設備，環境モ

ニタリング設備，環境試料測定設備及び環境管理設備の放射能観測

車を設ける。 

環境モニタリング設備であるモニタリングポスト及びダストモニ

タについては，設計基準事故時における迅速な対応のために必要な

情報を中央監視室及び緊急時対策所に指示できる設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，非常用所内電源系統に

接続し，電源復旧までの期間，電源を受電できる設計とする。さら

に，モニタリングポスト及びダストモニタは，専用の無停電電源装

置を有し，電源切替時の短時間の停電時に電源を受電できる設計と

する。 

モニタリングポスト及びダストモニタから測定したデータの伝送

は，モニタリングポスト及びダストモニタを設置する場所から中央

監視室及び緊急時対策所間において有線系回線及び無線系回線によ

り多様性を有し，測定値は中央監視室で監視，記録を行うことがで

きる設計とする。また，緊急時対策所でも監視することができる設

計とする。モニタリングポスト及びダストモニタは，その測定値が

設定値以上に上昇した場合，直ちに中央監視室に警報を発信する設

計とする。 

 

(ロ) 屋外管理用の主要な設備の種類 

屋外管理用の主要な設備は，排気モニタリング設備，放出管理



１－８ 

分析設備，環境モニタリング設備，環境試料測定設備及び環境管

理設備で構成する。これらの設備を用い，気体廃棄物及び液体廃

棄物の放射性物質の濃度等の監視並びに周辺監視区域境界付近の

線量の監視等を行う。 

(１) 排気モニタリング設備

加工施設から周辺環境へ放出される放射性気体廃棄物の放射性

物質を排気筒において連続的に捕集し，放射性物質の濃度を監視

及び測定するため，排気モニタリング設備として排気モニタを設

ける。 

(２) 放出管理分析設備

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に係る試料の分

析及び放射能測定を行うため，放出管理分析設備を備える。 

また，放出管理分析設備では標準試料として，少量の核燃料

物質（プルトニウム溶液）を使用する。 

(３) 環境モニタリング設備

加工施設の周辺監視区域境界付近には，空間放射線量率及び空

気中の放射性物質の濃度を監視及び測定するため，環境モニタリ

ング設備として積算線量計，モニタリングポスト及びダストモニ

タを設ける。

モニタリングポスト及びダストモニタは，加工施設及び再処理

施設の周辺監視区域境界付近の空間放射線量率及び空気中の放射

性物質の濃度の測定を行うための設備であり，周辺監視区域が同

一の区域であることから，再処理施設と共用し，共用によって加

工施設の安全性を損なわない設計とする。 

また，積算線量計は，加工施設，再処理施設及び廃棄物管理施
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設の周辺監視区域付近の空間放射線量測定のための設備であり，

周辺監視区域が同一の区域であることから再処理施設及び廃棄物

管理施設と共用し，共用によって加工施設の安全性を損なわない

設計とする。 

(４) 環境試料測定設備 

周辺監視区域境界付近で採取した試料の放射能測定を行うため，

環境試料測定設備を備える。 

環境試料測定設備は，加工施設及び再処理施設の周辺監視区域

境界付近で採取した試料の放射能測定を行うための設備であり，

周辺監視区域が同一の区域であることから，再処理施設と環境試

料測定設備の一部を共用し，共用によって加工施設の安全性を損

なわない設計とする。 

(５) 環境管理設備 

敷地内に気象を観測する気象観測設備を設ける。また，敷地周

辺の放射線モニタリングを行う放射能観測車を備える。 

放射能観測車は，加工施設及び再処理施設の敷地周辺の空間放

射線量率及び空気中の放射性物質濃度を迅速に測定するための設

備であり，敷地が同一であることから，再処理施設と共用し，共

用によって加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

また，気象観測設備は，加工施設，再処理施設及び廃棄物管理

施設の敷地内において気象を観測するための設備であり，敷地が

同一であることから，再処理施設及び廃棄物管理施設と気象観測

設備の一部を共用し，共用によって加工施設の安全性を損なわな

い設計とする。 
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五．加工施設における放射線の管理に関する事項 

イ．核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物による放射線被

ばくの管理の方法 

(イ) 放射線防護に関する基本方針

放射線被ばくの管理に当たっては，「核原料物質，核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律」及び「労働安全衛生法」を遵守

し，管理区域及び周辺監視区域の設定，放射線業務従事者の個人

被ばく管理，周辺環境における放射線監視等の放射線防護対策を

講ずる。 

さらに，加工施設に起因する一般公衆の線量及び放射線業務従

事者等の立入場所における線量が合理的に達成できる限り低くす

ることとする。 

(ロ) 放射線被ばく管理

(２) 周辺監視区域の設定及び管理

① 周辺監視区域の設定

「核燃料物質の加工の事業に関する規則」の規定に基づき，

周辺監視区域は，人の居住を禁止し，境界にさく又は標識を設

ける等の方法によって周辺監視区域に業務上立ち入る者以外の

者の立入りを制限する。 

② 周辺監視区域の管理

周辺監視区域は，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業

に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以

下「線量告示」という。）に定める管理区域における外部放射

線に係る線量，空気中の放射性物質の濃度又は放射性物質によ

って汚染されたものの表面の放射性物質の密度以下に保つ。 



１－11 

これらを満足していることを確認するために，管理区域外に

おいて，定期的に積算線量計による外部放射線に係る線量当量

の測定を行い，必要に応じて，放射線サーベイを行う。 
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１．３ 規則への適合性 

事業許可基準規則第十九条では，監視設備について，以下の要求

がされている。 

 

（監視設備） 

第十九条 加工施設には，通常時及び設計基準事故時において，

当該加工施設及びその境界付近における放射性物質の濃度及び

線量を監視し，及び測定し，並びに設計基準事故時における迅

速な対応のために必要な情報を適切な場所に表示できる設備

（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設けなけれ

ばならない。 

 

適合のための設計方針 

加工施設の通常時及び設計基準事故時において，加工施設から放

出される放射性物質の濃度，周辺監視区域境界付近における空間放

射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を監視し，及び測定するた

め，排気モニタリング設備及び環境モニタリング設備を設けるとと

もに，放出管理分析設備及び環境試料測定設備を備える設計とする。

また，設計基準事故時における迅速な対応のため，排気モニタリン

グ設備及び環境モニタリング設備の測定値を中央監視室及び緊急時

対策所に表示する設計とする。 

通常時に加工施設から放出される放射性物質の濃度の監視及び測

定については，「発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質

の測定に関する指針」（昭和53年９月29日原子力委員会決定）を参

考とした設計とする。また，設計基準事故時に監視及び測定するた



 

１－13 
 

めの設備は，「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計

測に関する審査指針」（昭和56年７月23日原子力委員会決定）を参

考とした設計とする。  

(１) 加工施設から放出される放射性物質の濃度の監視及び測定 

加工施設から周辺環境へ放出される放射性気体廃棄物の放射性

物質を排気筒において連続的に捕集し，放射性物質の濃度を監視

及び測定するため，排気モニタリング設備として排気モニタを設

ける。 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に係る試料の分

析及び放射能測定を行うため，放出管理分析設備を備える。 

排気モニタは，設計基準事故時における迅速な対応のため，そ

の測定値を中央監視室において表示及び記録するとともに，放射

能レベルがあらかじめ設定した値を超えたときは，中央監視室

に警報を発する設計とする。また，排気モニタの測定値は，緊

急時対策所において表示する設計とする。 

(２) 周辺監視区域境界付近における空間放射線量率等の監視及び測    

  定 

加工施設の周辺監視区域境界付近には，空間放射線量率及び空

気中の放射性物質の濃度を監視及び測定するため，環境モニタリ

ング設備として積算線量計，モニタリングポスト及びダストモニ

タを設ける。 

周辺監視区域境界付近で採取した試料の放射能測定を行うため，

環境試料測定設備を備える。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，設計基準事故時にお

ける迅速な対応のため，その測定値を中央監視室において表示及



 

１－14 
 

び記録するとともに，空間放射線量率又は放射能レベルがあらか

じめ設定した値を超えたときは，中央監視室に警報を発する設計

とする。モニタリングポスト及びダストモニタの測定値は，緊急

時対策所において表示する設計とする。また，モニタリングポス

ト及びダストモニタを設置する場所から中央監視室及び緊急時対

策所への伝送は，有線及び無線により，多様性を有する設計とす

る。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，電源復旧までの期

間の電源を確保するため，非常用所内電源系統に接続する設計

とする。さらに，モニタリングポスト及びダストモニタは，短時

間の停電時に電源を確保するため，専用の無停電電源装置を有す

る設計とする。 

敷地周辺の空間放射線量率及び空気中の放射性物質濃度を迅速

に測定するため，空間放射線量率測定器，中性子線用サーベイメ

ータ，ダストサンプラ及び放射能測定器を搭載した無線通話装置

付きの放射能観測車を備えるとともに，敷地内の気象観測設備に

より風向，風速その他の気象条件を測定及び記録できる設計とす

る。 

【補足説明資料１－１，１－２，１－３】



 

２－１ 
※  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化部分を除く）を示す。 

２． 監視設備に係る設計方針 

２．１ 基本的な考え方 

加工施設には，通常時及び設計基準事故時において，加工施設か

ら放出される放射性物質の濃度，周辺監視区域境界付近における空

間放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を，監視及び測定する

ための設備を設ける。 

通常時に加工施設から放出される放射性物質の監視及び測定につ

いては，「発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定

に関する指針」（昭和53年９月29日原子力委員会決定）を参考とし

た設計とする。 

また，設計基準事故時に監視及び測定するための設備は，「発電

用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」

（昭和56年７月23日原子力安全委員会決定）を参考とした設計とする。 

【補足説明資料１－２】 



 

２－２ 
※  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化部分を除く）を示す。 

２．２ 加工施設から放出される放射性物質の濃度の監視及び測定 

（１） 放射性気体廃棄物 

排気モニタリング設備は，２系統の排気モニタで構成する。 

加工施設から周辺環境へ放出される放射性気体廃棄物中の放

射性物質を排気筒において連続的に捕集し，放射性物質の濃度

の測定及び放射能レベルの監視を行うため，排気モニタを設け

る。 

排気モニタで採取したサンプリング試料の分析及び放射能測

定を行うため，放出管理分析設備として，フードを設け，放射

能測定装置を備える。 

排気モニタの測定値は，中央監視室において指示及び記録す

るとともに，放射能レベルがあらかじめ設定した値を超えたと

きは，中央監視室に警報を発する設計とする。 

排気モニタの測定値は，緊急時対策所において指示する設計

とする。 

排気モニタリング設備の系統概要図を添５第６図に示す。 

（２） 放射性液体廃棄物 

低レベル廃液処理設備の廃液貯槽で採取したサンプリング試

料の分析及び放射能測定を行うため，放出管理分析設備として，

フードを設け，放射能測定装置を備える。 



 

２－３ 
※  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化部分を除く）を示す。 

２．３ 周辺監視区域境界付近における監視及び測定 

環境モニタリング設備として，周辺監視区域境界付近に空間放射

線量率の連続監視を行うためのモニタリングポスト及び空間放射線

量測定のための積算線量計を設ける。 

また，空気中の放射性物質の濃度を監視するため，放射性物質を

連続的に捕集及び測定するダストモニタを設ける。 

モニタリングポスト及びダストモニタの測定値は，中央監視室に

おいて指示及び記録するとともに，空間放射線量率又は放射能レベ

ルがあらかじめ設定した値を超えたときは，中央監視室に警報を発

する設計とする。モニタリングポスト及びダストモニタの測定値は，

緊急時対策所において指示する設計とする。また，モニタリングポ

スト及びダストモニタから中央監視室及び緊急時対策所への伝送は，

有線及び無線により，多様性を有する設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，電源復旧までの期間の

電源を確保するため，非常用所内電源系統に接続する設計とする。

さらに，モニタリングポスト及びダストモニタは，短時間の停電時

に電源を確保するため，専用の無停電電源装置を有する設計とする。 

モニタリングポストは，通常時の周辺監視区域における空間放射

線量率の監視及び測定に加え，設計基準事故時に迅速な対応が行え

るように放射性物質の放出点，放出経路及び敷地内で観測された風

向出現頻度等を考慮して適切に設置する。 

【補足説明資料１－１】 

環境モニタリング設備の系統概要図を添５第７図に示す。 

環境モニタリング設備の配置を添５第８図に示す。 

環境試料測定設備として，周辺監視区域境界付近で採取した試料



 

２－４ 
※  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化部分を除く）を示す。 

の放射能測定を行う機器を備える。 

環境管理設備として，敷地周辺の空間放射線量率及び空気中の放

射性物質の濃度を測定するため，空間放射線量率測定器，中性子線

用サーベイメータ，ダストサンプラ及び放射能測定器を搭載した無

線通話装置付きの放射能観測車を備える。 

また，敷地内に風向，風速，日射量，放射収支量，雨量及び温度

を観測し，記録する気象観測設備を設ける。 

気象観測設備の観測値は，中央監視室において指示及び記録する

とともに，緊急時対策所において指示する設計とする。 

環境管理設備の系統概要図を添５第９図に示す。 

【補足説明資料１－３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２－５ 
※  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化部分を除く）を示す。 

２．４ 事故時における監視対策 

加工施設及び加工施設周辺における放射線監視については，排気

モニタ，モニタリングポスト，放射線サーベイ機器等により，事故

時においても線量率，空気中の放射性物質の濃度等に関する情報が

得られるようにする。 
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添５第６図 排気モニタリング設備の系統概要図 
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添５第７図 環境モニタリング設備の系統概要図 
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添５第８図 加工施設の敷地内配置図 
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添５第９図 環境管理設備の系統概要図 



 

３－１ 
※  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化部分を除く）を示す。 

３． 核燃料物質等による放射線の被ばく管理及び放射性廃棄物の

廃棄 

３．１ まえがき 

核燃料物質及び核燃料物質によって汚染されたものによる放射線

障害の防止を図るため，以下の管理を行う。 

(１) 放射線被ばく管理 

(２) 周辺環境における放射線管理 

(３) 放射性廃棄物の廃棄に関する管理 

 

３．２ 放射線被ばく管理 

３．２．１ 周辺監視区域の設定及び管理 

(１) 周辺監視区域の設定 

「核燃料物質の加工の事業に関する規則」の規定に基づき，

周辺監視区域は，人の居住を禁止し，境界にさく又は標識を設

ける等の方法によって周辺監視区域に業務上立ち入る者以外の

者の立入りを制限する。 

(２) 周辺監視区域の管理 

周辺監視区域は，線量告示に定める管理区域における外部放

射線に係る線量，空気中の放射性物質の濃度又は放射性物質に

よって汚染されたものの表面の放射性物質の密度以下に保つ。 

これらを満足していることを確認するために，管理区域外に

おいて，定期的に積算線量計による外部放射線に係る線量当量

の測定を行い，必要に応じて，放射線サーベイを行う。 

 



 

３－２ 
※  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化部分を除く）を示す。 

３．３ 周辺環境における放射線監視 

加工施設の周辺環境における放射線監視として，周辺監視区域

境界付近において，空間放射線量率，空間放射線量及び空気中の

放射性物質の濃度を監視又は定期的に測定する。また，事故時に

おいては，モニタリングポスト，放射線サーベイ機器等により，

周辺環境における空間放射線量率，空気中の放射性物質の濃度等

を測定する。 

 



 

３－３ 
※  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化部分を除く）を示す。 

３．４ 放射性廃棄物の廃棄に関する管理 

３．４．１ 放射性気体廃棄物の放出管理 

(１) 放出管理 

排気中の放射性物質の放射能レベルは排気モニタリング設備

の排気モニタで監視する。 

排気モニタからの主要な情報は，中央監視室において監視及

び記録を行うとともに，放射能レベルがあらかじめ設定した値

を超えたときには，中央監視室に警報を発する。また，排気モ

ニタのろ紙を定期的に回収して放出管理分析設備により放射性

物質の濃度を測定する。排気モニタの警報吹鳴等の異常があれ

ば，その原因を究明して適切な措置をとるものとする。 

 

３．４．２ 放射性液体廃棄物の放出管理 

(１) 放出管理 

液体廃棄物の放出に際しては，廃液貯槽で受け入れた廃液の

試料採取を行い，放出管理分析設備により放射性物質の濃度を

測定し，排水中の放射性物質の濃度が線量告示に定める周辺監

視区域外の水中の濃度限度以下であることを放出の都度確認し

た後，排水口から放出する。 
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補足説明資料１－１(19 条) 

 



補1-1-1 

 

１． モニタリングポストの設置場所の考え方について 

 モニタリングポストの設置場所については，事業許可基準

規則解釈第十九条第２項の規定を満たすため，「日本電気協

会 放射線モニタリング指針」に示されている以下の要求事

項を参考としている。 

日本電気協会 放射線モニタリング指針 

７．２．１ モニタリングポストによる測定 

（１） 地崩れ、洪水などのおそれのないことの他、保守性を

考慮する。 

（２） 地形的に狭隘な場所、コンクリート法面付近のよう

な、バックグラウンド放射線が特殊な場所はできるだ

け避ける。 

（３） 山岳や海岸のように明らかに人が居住しない方向は除

外することができる。 

（４） 風向出現頻度を考慮する。 

（５） 複数の事務所が近接している場合は、設置場所を合理

的に相互調整することができる。 

（６） モニタリングポストは、二式以上設置する。 

 

 上記の指針に基づき，具体的には以下の点を考慮してい

る。 

（１） 敷地における風向出現頻度 

（２） 敷地の地形（丘陵地帯であること及び湖沼が近接して

いること） 



補1-1-2 

 

（３） 保守点検等のアクセス性（寒冷地であり，冬季におけ

る保守点検等を考慮した場合，道路に近接しているこ

とが必要） 

この結果，加工施設の周辺監視区域境界付近において，空

間放射線量率を連続的に測定するために，敷地内で観測され

た風向出現頻度等を考慮して，周辺監視区域境界付近の適切

な場所にモニタリングポストを設置する。  

再処理事業所の風向の出現頻度は東西方向が多いことか

ら、東西方向へ密にモニタリングポストを設置する。 

また，敷地の地形を考慮し，周辺監視区域境界が加工施設

よりも低位置である北側及び東側では，周辺監視区域境界よ

り内側にモニタリングポストを設置する。 

モニタリングポストの設置場所は，巡視や保守点検等のア

クセス性を考慮する。 
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１．１ 敷地における風向出現頻度の考慮 

敷地を代表する地上風の資料を得るため，敷地内の露場

（標高 59ｍ）に観測柱を設置し，地上高 10ｍ（標高 69ｍ）

で風向風速の観測を行った。この観測点は，周囲の障害物の

影響を受けることがなく平坦地で開けており，敷地の地上風

を十分に代表している。 

2013 年４月から 2014 年３月までの１年間の敷地における

観測結果を図１に示す。これらによれば，風向は，５月から

10 月にかけて東寄りの風が多いが，その他の月は年間を通じ

て西寄りの風が多くなっている。 

 

図１ 敷地の風配図（年間） 
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図１ 敷地の風配図（2013 年４月から 2013 年９月） 
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図１ 敷地の風配図（2013 年 10 月から 2014 年３月） 
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１．２ 敷地の地形の考慮 

モニタリングポストは，周辺監視区域境界付近であって，

地崩れ，洪水などのおそれがなく地形的に安定している場所

に設置する。ただし，周辺監視区域境界が加工施設よりも標

高が低く標高差の大きい北側及び東側については，周辺監視

区域境界より内側にモニタリングポストを設置する。敷地の

概況図を図２に示す。 

 

１．３ 保守点検等のアクセス性の考慮 

加工施設は寒冷地にあるため，冬季における巡視，保守点

検等の際のアクセス性を考慮し，道路に近接した場所にモニ

タリングポストを設置する。 
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図２ 敷地の概況図 

周 辺 監 視 区 域 境 界  

敷 地 境 界  

標 高 40ｍ 

標 高 50ｍ 

凡 例  

燃 料 加 工 建 屋  

モニタリングポスト 



 

 

令和２年４月 28 日 Ｒ１ 

 

 

 

 

 

補足説明資料１－２(19 条) 

 

 



補1-2-1 

 

１．「発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定に

関する指針」及び「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放

射線計測に関する審査指針」を参考とした設計について 

 

１．１「発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定

に関する指針」 

通常時に加工施設から放出される放射性物質の監視及び測定は，

プルトニウムを取り扱う MOX 燃料加工施設の特徴を踏まえて，以

下の表１のとおり，上記１．１の指針に示される測定対象核種，

測定下限濃度，計測頻度，試料採取方法，放射能計測方法，放出

放射能量の算出，記録方法を参考とした設計とする。 
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表１（１／３）  
指針で示

す項目 

指針に示す主な内容 参考 

Ⅱ．測定対

象核種，測

定下限濃

度及び計

測頻度 

気体状放出放射性物質は，それらの放出状

況，放射性物質の物理的・化学的性状，放

出管理の方法等を勘案し，第 1 表に示す 測

定対象核種，測定下限濃度及び計測頻度に

より測定するものとする。 

（第１表抜粋） 

放出形態：気体 

測定対象核種：粒子状放射性物質（全アル

ファ放射能及び全ベータ放射能） 

放出形態：気体 

測定対象核種：粒子状放射性

物質 

・全アルファ放射能：Ｐｕ（α） 

・全ベータ放射能：Ｐｕ（β） 

 

気体状放出放射性物質は，それらの放出状

況，放射性物質の物理的・化学的性状，放

出管理の方法等を勘案し，第１表に示す測

定対象核種，測定下限濃度及び計測頻度に

より測定するものとする。 

（第１表抜粋） 

放出形態：気体 

測定対象核種：粒子状放射性物質（全アル

ファ放射能及び全ベータ放射能） 

測定下限濃度（全アルファ）：4.0×

10-1 0(Bq/cm3) 

測定下限濃度（全ベータ）：4.0×

10-9(Bq/cm3) 

・Ｐｕ（α）：4.0×10-10 

(Bq/cm3) 

・Ｐｕ（β）：4.0×10-9 

(Bq/cm3) 

気体状放出放射性物質は，それらの放出状

況，放射性物質の物理的・化学的性状，放

出管理の方法等を勘案し，第１表に示す測

定対象核種，測定下限濃度及び計測頻度に

より測定するものとする。 

（第１表抜粋） 

放出形態：気体 

測定対象核種：粒子状放射性物質（全アル

ファ放射能及び全ベータ放射能） 

最小計測頻度：月１回 

1 カ月間に１回，試料を回収

し，放出管理分析設備により

測定する。 
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表１（２／３）  
指針で示

す項目 

指針に示す主な内容 参考 

Ⅲ．試料採

取方法 

1.1 試料採取頻度及び採取場所 

(1)試料採取は原則として連続とす

る。 

試料採取頻度は連続捕集とする。 

 

1.1 試料採取頻度及び採取場所 

(2)試料採取場所は，原則として最

終ダクト又は排気筒とする。 

試料採取場所は，排気筒直径の５倍

以上排出側に寄った場所とする。 

（解説） Ⅳ．試料採取方法 

4.1.5 試料捕集装置 (4) その他 

希ガス，揮発性物質及び粒子状物質

に共通な事項として次の事項を考

慮する必要がある。 

① ポンプ等の可動機器及び計測装

置は，故障によって生じる長期間の

欠測を防止するため，二重化するか

又は直ちに予備品と交換できるよ

うにしておく必要がある。 

排気モニタリング設備は，故障に

よって生じる長期間の欠測を防止

するため，２系統とする。 

Ⅳ.放射能

計測方法 

1.気体状放出放射性物質 

(4)粒子状物質中の放射性物質は次

により計測するものとする。 

③全ベータ放射能は，試料をそのま

ま，又は適切に処理し，ガスフロー

型 GM 計数装置，ガスフロー型比例

計数装置等により計測する。 

放出管理分析設備（プラスチックシ

ンチレーション検出器）を使用す

る。 

1.気体状放出放射性物質 

(4)粒子状物質中の放射性物質は次

により計測するものとする。 

④全アルファ放射能は，試料をその

まま，又は適切に処理し，ガスフロ

ー型比例計数装置，ZnS(Ag)シンチ

レーション計数装置等を用いて計

測する。 

放出管理分析設備（Zns（ Ag）シン

チレーション検出器）を使用する。 
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表１（３／３）  
指針で示

す項目 

指針に示す主な内容 参考 

Ⅴ.放出放

射能量の

算出 

放出放射能量は，放射能計測装置か

ら得られる計測結果のうち感度限

界値以上のものについて計測試料

の放射能量又は放射能濃度への換

算係数，放出量，必要な補正係数等

を用いて求めるものとする。 

放出放射能量は，それぞれの計数値

からバックグラウンドを差引いて，

正味計数値を求め，計数率，排気風

量等を用いて算出する。 

1.バックグラウンドの差し引き 

正味の計測値は，放射能計測装置か

ら得られる試料の計測値から，バッ

クグラウンド値を差し引いて求め

るものとする。計測値は，計数率

〔cps〕又は電離電流値〔A〕とする。 

正味の計数値は，バックグラウンド

を差引いて求める。また，計数率を

使用する。 

 

Ⅵ．記録方

法 

1.測定結果の記録 

測定結果の記録にあたっては，測定

の状況を確認しうるような事項も

あわせて記録し，保存するものとす

る。 

測定結果として，以下の項目を記録

する。 

測定日時，測定方法，計測装置の種

類，型式及び性能，測定場所，指示

値及び計測条件，測定結果 
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１．２「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に

関する審査指針」 

設計基準事故時の監視及び測定は，プルトニウムを取り扱う MOX

燃料加工施設の特徴を踏まえて，以下の表２のとおり，上記１．

２の指針に示される事故時の放射線計測の目的及び分類及び設計

条件を参考とした設計とする。 

表２（１／３）  
指針で示す

項目 

指針に示す主な内容 参考 

Ⅱ．事故時の

放射線計測

の基本的な

考え方 

原子炉施設の事故時には，一般公衆はも

とより従事者を放射線から防護するた

め事故の規模，事故の拡大の可能性等事

故の状態を的確に把握し，迅速に対応す

ることが重要である。 

事故時における放射線計測は，一般公衆

及び従事者に対する放射線防護の観点

から，次の目的のために事故時の放射線

又は放射能に関する情報を得ることで

ある。  

２．放射性物質の放出量の把握 

目的２.に該当する設備とし

て，加工施設から周辺環境へ

放出される放射性気体廃棄物

の放射性物質を排気筒におい

て連続的に捕集し，放射性物

質の濃度を監視及び測定する

ための排気モニタリング設備

を設ける。 

Ⅲ．放射線計

測系の設計

上考慮すべ

き事項 

（解説）1.放射線計測系共通の設計条件 

1-1 環境条件 

放射線計測系は，計測対象としている事

故時に予想される圧力，温度，湿度，放

射線等の環境条件下で，その機能を達成

する能力が失われないように考慮され

た設計であることとする。 

 

加工施設の考慮すべき設計基

準事故時の放出放射能量は，

通常時と変わらないため，放

射線計測に影響を与える環境

変化は考えられないため，通

常時に準ずる条件とする。 
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表２（２／３）  
指針で示す

項目 

指針に示す主な内容 参考 

Ⅲ．放射線計

測系の設計

上考慮すべ

き事項 

（解説）1.放射線計測系共通の設計条件 

1-2 平常時に使用する系統との関係 

(1)平常時に使用する放射線計測系と共

用する場合 

(1-1) 平常時に使用する放射線計測系

と併用する場合 

事故等の放射線計測系は，計測範囲とし

て計測上限値を含み，事故時の放射線計

測系に要求される条件を満足すればよ

い。平常時に使用する放射線計測系につ

いては，平常時に要求される条件を満足

するものとする。なおこの場合，平常時

に使用する放射線計測系と事故時に使

用する放射線計測系との計測範囲につ

いて適切なオーバーラップをもたせる

必要がある。 

(1-2) 平常時に使用する放射線計測系

を兼用する場合 

平常時に使用する放射線計測系であっ

て，事故時の放射線計測系として要求さ

れる条件を満足しているものは，事故時

に使用しても特に問題は生じないので，

本指針では兼用を許容している。 

事故等の放射線計測系は，平

常時に使用する放射線計測系

と共用する。 

排気モニタリング設備の計測

範囲は，１～105（ min-1）であ

り，通常時及び設計基準事故

時において，排気筒より放出

される放射性物質の濃度を監

視できる設計とする。 

（解説）1.放射線計測系共通の設計条件 

(1-3)  試験及び検査 

事故時の放射線計測系は，事故時に十分

な機能を確保するため，適切な方法によ

り，原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができる設計であること。 

なお，ここでいう適切な方法とは，必ず

しも実系統全体を用いた試験及び検査

である必要はなく，主要な部分以外で信

頼度の高い部分は，試験用のバイパス系

を用いることを意味する。 

排気モニタリング設備は２系

統とする。また，仮設サンプ

リングラインを設けているこ

とから運転中であっても試験

ができる設計とする。 
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表２（３／３）

指針で示す

項目 

指針に示す主な内容 参考

Ⅲ．放射線計

測系の設計

上考慮すべ

き事項

（解説）2.放射線計測系の分類固有の設計条件

2-3 電  源 

(1)分類１の放射線計測系は，非常用所内電源系に

接続された設計であること。

(2) 分類２の放射線計測系は，分類１と同様の電

源設備に接続された設計であること。ただし，信

頼度の高いバックアップ用電源が設けられてお

り，事故時に十分な機能が発揮できる場合には，

その機能喪失を考慮する必要はない。

ここで，信頼度の高いバックアップ用電源とは，

例えば，必要な容量を持ったバッテリ電源等をい

う。

排気モニタリング

設備は，非常用電源

系統に接続する設

計とする。 

（解説）2.放射線計測系の分類固有の設計条件

2-4 表示・記録

(１) 事故時のみ表示・記録することで計測の目的

が達成される場合には，事故時のみ表示・記録を

行う設計でもよい。

排気モニタリング

設備の表示・記録

は，通常時及び事故

時において共用す

る。

（解説）2.放射線計測系の分類固有の設計条件

2-4 表示・記録

(２) 表示・記録の方法としては，原則として連続

であることが望ましいが，計測対象が連続的な履

歴を必要としない場合，又は，間欠の期間が事故

時の変動に対して十分小さいと予想される場合に

は，打点記録及びデジタル記録等を含む間欠表

示・記録であってもよい。

排気モニタリング

設備の表示・記録の

方法は，連続表示と

する。

（解説）2.放射線計測系の分類固有の設計条件

2-4 表示・記録

 (３ ) 表示・記録の単位は，計測対象の物理的な

単位で表示・記録することが望ましいが，例えば，

放射性物質濃度については，事故時に推定される

主要核種についての換算係数をあらかじめ求めて

おくならば，むしろ計数率表示等とする方が，望

ましい場合もあり，必ずしも物理的な単位としな

くてもよい。

排気モニタリング

設備の表示・記録の

単位は，min-1 とす

る。
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補足説明資料１－３(19 条) 
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１．モニタリングポスト等の追加要求事項に対する適合方針 

１．１ モニタリングポスト等の配置及び計測範囲 

  周辺監視区域境界付近に，空間放射線量率の連続監視を行

うためのモニタリングポストを設置している。また，空気中

の放射性物質の濃度を監視するため，放射性物質を連続的に

捕集・測定するダストモニタを設置している。 

  モニタリングポスト及びダストモニタ（以下，「モニタリ

ング ポスト等」という。）は，その測定値を中央監視室に

おいて指示及び記録し，空間放射線量率又は放射能レベルが

あらかじめ設定した値を超えたときは，中央監視室に警報を

発する設計とする。また，モニタリングポスト等の測定値は，

緊急時対策所において指示する設計としている。 

モニタリングポスト等の計測範囲等を第１表に，配置図及

び写真を第１図に示す。 

第１表 モニタリングポスト等の計測範囲等 

名称 検出器 計測範囲 警報設定値 台数 

モニタリング 

ポスト 

低レンジ 
NaI（ Tl）  

シンチレーション 

10
-2

～ 10
1 

[μ Gy/h] 

計測範囲内

で可変 
9 

高レンジ 電離箱 
10

0

～ 10
5 

[μ Gy/h] 

計測範囲内

で可変 
9 

ダスト 

モニタ 

アルファ

線用 

ZnS(Ag) 

シンチレーション 
（連続集塵、 

連続測定時） 

10
-2

～ 10
4 

[s
-1
] 

計測範囲内

で可変 
9 

ベータ 

線用 

プラスチック 

シンチレーション 

計測範囲内

で可変 
9 
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第１図 モニタリングポスト等の配置図及び写真



 

補1-3-3 

 

１．２ モニタリングポスト等の電源 

モニタリングポスト等は，電源復旧までの期間の電源を確

保するため，非常用所内電源系統に接続する設計としている。

さらに，モニタリングポスト等は，短時間の停電時に電源を

確保するため，専用の無停電電源装置を有する設計としてい

る。 

  無停電電源装置の設備仕様を第２表に，モニタリングポス

ト等の電源構成概要図を図２に示す。 

第２表 無停電電源装置の設備仕様 

名称 容量 発電方式 
バックアップ 

時間※  
台数 備考 

無停電 

電源装置 
4.0kVA 蓄電池 約６時間 

局舎毎 

に１台 

計９台 

停電時に電源

を供給できる 

※ バックアップ時間は，モニタリングポスト等の実負荷により算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２図 モニタリングポスト等の電源構成概要図 



 

補1-3-4 

 

１．３ モニタリングポスト等の伝送 

  モニタリングポスト等から中央監視室及び緊急時対策所

への伝送を多様化するため，有線によるデータ伝送機能のほか，

無線によるデータ伝送機能を有する設計とする。 

  モニタリングポスト等の系統概要図を第３図に示す。 

 

 

 

第３図 モニタリングポスト等の系統概要図 

 




